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論 文 内 容 の 要 旨
本論文 の課題 は、ダム 開発計画 をめ ぐる地域 コンフ リク トの分析 を通 じて、主 として1950年
代か ら今 日に至る までの約50年 間 に生 じた 日本の河 川政策 および環境運動 の変遷 ・展 開過程 と
そ の特質 を明 らか にし、川の維持 ・管理や政策決定過程、 さらにはダ ム紛争地域 の地域再生 に
関す る今後 の展望 を描 き出す ことにあ る。
ダ ム開発は、 日本 の河川政策 にお いて、治水 と利水 とい う2つ の主 要政策 の結節点 に位置す
るとともに、戦後 の開発政策 を支 える大 きな柱で もあった。1950年 の国土総合開発法 にもとつ
く 「特定地域総合 開発」以来、各地 で建設され た 「多 目的ダム」(河 川総合開発事業)は 、2000
年度末時点で360に のぼ る。
1990年 代前半 の長良川河 口堰 の建設 ・運用 をめ ぐるコンフ リク トの拡大 と環境運動 の全国 レ
ベルで の展開 を大 きな契機 として、大型公 共事業の見直 しは1つ の社会的争点 と化 し、90年 代
後半 の社会問題の1カ テゴ リー を形成するに至った。 ダムや河 口堰 の建設 をめ ぐるコンフ リク
トは、 まさにその象徴的存在 とな って いる。90年 代後 半に生 じた河川法 の改正や公共事業見直
し政策 の実施 に続 き、2000年 代 に入 って も、長野県の 「脱ダム宣言」や熊本県 によ る県営水 力
発電ダムの 「撤去」決定な ど、従来 のダム開発を主軸 とした河川政策 は大 き く転換 しつつ ある。
このことは、1996年 以降、新た に計画 された多 目的ダム事業が ほぼゼ ロ水準で推移 して いると
一一295一
いう事実か らも窺 うことができる。
河 川行 政や政策 の変化 を検討す る上 で、見逃す ことがで きないのは環境運動 が果 た した役割
である。 ダム開発 計画 をめ ぐって は、 これ まで水没予定地域(立 地点)を 中心 に激 しい地域 コ
ンフ リク トが各地 で数多 く生成 して きた という歴史が あるが、 と くに80年 代後半以降 は、反ダ
ム開発運動 の全 国 レベル での興隆 ・展 開とそ の多様化が著 しい。
今 日に至 るまで の政策 と運動 との相互変容過程 を視野 に入れた社会科学の研 究が必要 にな っ
て いるが、 これ まで のところ、単一の事例 にもとつ くケーススタデ ィ的な研 究が大半 を占めて
お り、長期的なスパ ンで上記の政策や運動の展開 を検討 した研 究は ほとん どな い。 さらに、ダ
ム計画 中止後 の紛争地域 の地域再生に関す る研究 に至っては、 基礎 となる1次 資料 さえ揃 って
いな いのが現状であ る。
そ こで本論文では、3つ の事例 を中心 に、関係者(125名)へ のイ ンタ ビューをは じめフィー
ル ドワーク(質 的調査)に もとつ く1次 資料 を用 いなが ら、各種2次 資料 を適宜活用 して、 上
記課題 を検 討 してい く。
本論文 は3部10章 か ら構成 されて いる。
序 章 「開発 問題 と環 境運動へ の視点」で は、 まず、環境社会学 の主要 アプ ローチ、 開発 問題
研究 にお ける環境運動 の位置づ けと分析手法、開発 問題 と構築主義、地域再生 に関す る先行研
究 の レビュー と本論文 の課題 ・方法 に関す る議論 を行 って いる。環境社会学の研 究は、テーマ
群や方 法論 によって、 「環 境問題の社会学研 究」 と 「環 境共存 の社会 学研 究」 という2つ のア
プローチ に分 けることがで きる。前者は、産業化 ・近代化の過程で 自然環境のみな らず 生活環
境が悪化 して いく現象 を 「社会問題」 としての 「環境問題」 と捉え、運動や加害 ・被 害の構造
を解明 して いこうとす る研 究(イ ッシューアプ ローチ)で あ り、 これまでの環 境社会 学研 究の
中心 を占め る。他方、後者は、地 域 コミュニテ ィレベルの住 民の生活 世界に関心 が向け られて
いる。 人び とが 日常生活の中で 自然環境 とどのよ うなつき合 いを しているのか とい う、住 民の
生活知 を探る中で、 環境保全の手 がか りを理論化 してい こうとす る志 向性 を有 している(コ ン
テクス トアプ ローチ)。 民俗 学や文化人類 学 との親和性 が高いアプ ロー チ方 法であ り、鳥越皓
之 らが提 唱す る 「生活環境主義」 はそ の代表例 である。本論文 が依拠す るのはお もに前者 のア
プロー チである。
「環境 問題」が 「社会 問題」 の1カ テゴ リー を形成す るとい う視点 に立てば、 当該 の問題が
「社会 問題」 として認知 ・形成 されて い くプ ロセス に着 目す るのは当然で ある。社会問題 を構
築す る上で重要 な役割 を果 たすのが社会運動(環 境運動)で あ る。舩橋晴俊(1993)や 長谷川
公一(2001)に よれば、環境運動にはお もに、(1)個々の環境問題の発見 と 「社会問題化 」、(2)環
境 問題 の実態把握、(3)問題解決の理念やオル ターナテ ィブの創 出 ・提示、④価値観の転換や規
範形成、(5)さ らには これ らを通 した政策形成 ・実施 と問題発生の予防 を促す機能がある。 日本
の公害 ・環境 問題研究 に先鞭 をつ けた宮本憲一や宇井純 らが、研 究 に当た って住 民運 動の役割
に注 目した ように、社会学のみな らず 広 く社会科学の研 究者が環境運動に着 目してきた背景 に
は、上記 の理 由があ る。 とくに、人び との集合行為である運動の分析は、社会学の手法がその
強みや独 自性 を発揮で きる研 究領域の1つ と言える。
さ らに、イ ッシュー アプ ローチ を採る本論 文の立場か ら触れておかなければ な らないのが、
人文 ・社会科学 にお いて興隆 している社会 的構築 主義(以 下、構 築主義)で ある。構築主義 を
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一元 的に定義す る ことは非常 に困難であるが
、 ここでは、言 説行為(ク レイム 申 し立て)に よ
る相互作用 を通 じて問題が構成 され ると考 える立場 と解釈 してお きたい。
社会運動論 にお いては、D.A.Snowら が1980年 代半ば に提起 した 「フレーミング」概念があ
り構築主義の視点が採用 されて いるが、一方で、 とくに 日本 の環境社会学 の研究 は、 これ まで
構築主義 を必ず しも積極的 に取 り入れて こなかった。た とえば堀川三郎(1999)の ように、構
築 主義 の手 法 を環境 社会学 の研 究 に取 り入れ る ことに疑 問 を投 げか ける論 者 もいる。 とは い
え、 ある不確か なイ ッシュー をめ ぐって、行政や住 民、科学者、NPO/NGO、 マス ・メデ ィア
な ど、多様なア クターが関与 しさまざまな言説を生み出す今 日のコンフ リク トにお いて、 当該
問題が いかな るアクター によ って、 どのよ うに意 味づけや状況定義がな されて いるか という意
味作 用の解 明 を抜 きに して は、 もはや 開発 問題や環境 問題 を論 じる ことはで きな くな ってい
る。地球温暖化やダイオキシ ンな どの環 境 リスクをめ ぐる論争は まさにその典型で ある。ただ
し、そ こで留意すべ きは、池 田寛二(2001)が 言 うよ うに、社会の客観的な構 造の前提 を全面
的 に否定 し、すべて を主観 によ る構 築に還元 して しまうよ うな 「極端な構築主義」 に陥 らず、
あくまで社会の客観的な構 造 を前提 にして、そ こか ら生 じている環境 問題や政策 に関 してひ と
び とが行 っている クレイム 申 し立て活動 を分析す るよ うな、 「コ ンテ クス ト依存 的構築 主義」
の立場でなければな らない とい う点 であ り、本論文が採用す るのは この視点であ る。
明治以降の近代化過程 において、川 を研 究対象 としたのは、まず、河川工学や土木工学 といっ
た西欧起源の 自然科学であった。それは以下で述 べるよ うに、河川管理が国家の手 によって担
われ、舟運 の確保や洪水制御 を 目的 とした本格 的な治水工事が大 きな政策課題 にな っていた こ
とと無縁ではない。 その一方 で、 民俗学や歴史学、郷土史 の研究者 も、川 を次第 に主題化 して
い くよ うになる。 それは歴 史的にみて、 日本にお いて・は、川 と入間社会 には多面的な関係性が
存在 して いたか らで あ り、北見俊夫(1981)が 指摘す るよ うに、川や流域は、人間が 自然 との
:葛藤 のなかで どのよ うに対立 し、 あるいは融合 して きたか をみ るうえで、最適な場所であった
ためである。
社会学において も、近年、 川や流域 はさまざまな手法 による研究対象 とな って きて いる。そ
こでは、環境運動や 人び との生活 関係の舞台 と して、 「川」 をめ ぐる多面的 ・重層 的な社 会関
係が再提起 されている。 もちうん、 日本人文科 学会 による1950年 代後 半の調査研究や 九学会 連
合利根川流域 調査委員会(1971)な どのよ うに、近代化過程 で変 容する地域社 会の構造 分析を
主眼 にした農村社会学 的な研究 はすで に存在 して いる。そ こでの主要な関心は、ダム構築を含
めた政策や 制度、技術 を所 与の前提 と した上 で、それ らが住民生活や地域社会構造 にどのよ う
な影 響を与 えるか という点 にあった。
たが、今 日の環境社会学 の研究 関心 となって いるのは、 コモ ンズの再生 を念頭 においた川の
利用 とその管理 をめ ぐる担 い手の再考や、既存 の意思決定お よび政策決定 システムの問 い直 し
である。そ の意 味で、上記 の 日本人文科学会 の研究な どの アプ ローチ とは逆の側面 も射程 に入
れている。つ ま り、住 民や地域住 民組織、運動組織が既存の政策や法制度に どのよ うな影 響 と
変化 を もた らしているのか、 あるいはもた らしつつ あるのか という論点や、計画決定過程にお
ける参画お よび協働 が重要 な研究課題 になって きて いる。
第1部 「日本 の河川政策 と環境運動 の展 開」では、第2部 以降の事例分析の基礎作業 として、
マク ロ的 ・歴史 的な視点か ら、今 日に至 るまで の 日本 の開発政策 と河川政策の変遷過程、環 境
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運動 の展 開お よびそ の特質 を論 じてい る。 第1章 「河川政策の変遷 と計画決定過程」 では、 と
くに、ダム 開発が圧倒的な資源動員能力を有する近代国家の開発政策 と直結す る形 で進 め られ
て きた こと、 また、効率 よく開発事業 を展開す るために、河川が国家 の 「公物」 として管理 さ
れ、そ の意思決定(政 策決定)過 程か ら、地域住民や基礎 自治体 は実質的に排 除されてきた こ
と、 さ らに、そ のような 閉鎖的な政策決定過程が各地で先鋭な地域 コ ンフリク トを誘発 してき
た ことを示 した。
第2章 「反ダム 開発運動 の展開 とその区分」では、 これまで各地で展開されて きたダム開発
計画 に対す る環境運動 を大 きく4つ の時期に 区分 し、お もに運動の担 い手および行 為様式、志
向性(争 点)、 運動 フ レー ミング に着 目してそ の特 質を検 討 して いる。 当初 は、 水没予定地域
の住 民や 自治体が担 い手 となった補償 要求 運動 としての生活 保全運動 と、貴重 な景観 ・自然環
境 を保護す る ことを主眼 にした 自然保護運動 とが、個別 的かつ局地的に展開され ていたが(第
1期)、1960年 代以降 にな ると、開発主体(行 政 当局)が 掲げ る 「公共性」に対す る批判 と自ら
の権利 防衛 を前面 に掲 げた作為阻止型 の運 動が各地で展 開され る に至 る(第2期)。 さ らに、
80年 代 後半以 降、運 動 の担 い手および 争点、 フ レー ミングの 多様化 が急 激 に進 み、マ ス ・メ
デ ィアをは じめとす る各種 メデ ィアを多用 した運動が全国 レベルで展開 されるよ うになる(第
3期)。90年 代後 半 に入 る と、地域再 生や 環境創造、 自己決定 を主眼 に したオル ターナテ ィブ
志向型 の運動が興隆 し、ナ シ ョナルな レベルでのネ ッ トワーク形成を行 いつつ、 ローカル な視
点 に根 ざした新 しいタイプの運動が展開されるよ うになってきている(第4期)。
以 上の作業 を踏 まえて、 フィール ドワーク にもとつ く個 別事例 を検 討 しているのが、第2部
と第3部 で ある。
第2部 「宮城県 ・新 月ダム開発計画をめ ぐるコ ンフリク ト過程」 では、宮城県が 計画 した新
月ダ ム建設 問題 を事例 として、主 としてメゾ レベル の視点 か ら、 計画発 表(1974年)か ら計画
中止(2000年)に 至 るまで の約 四半世紀 にお よんだ コンフ リク ト過程 の分析 を行 っている。 と
くに、(1)大川流域で展開 された地域 コンフリク トの展 開 と変容、(2)新 たな環境運動 の展 開過程
とそ の特質、(3)数十年 におよぶ コンフリク トを背景に した、ダム計画 見直 しの合意形成過程、
(4)「外部 の視 点」(よ そ者)と の相互作 用 によ る、 内発 的な地域づ くりの生成プ ロセ ス、 を主
題 と して議論 を展 開 した。
第3章 「ダム開発計画 をめ ぐる対立の構 図 とその変容 受益圏 ・受苦圏論 の再検 討を中心
に」では、計画の舞台 とな った宮城県 気仙沼市の経済構 造(産 業構造)や ダム計画 の概要 を検
討 した 上で、約25年 にお よんだ コンフ リク ト過程 でなぜ対 立構 図に変容が 生 じた のか につ い
て、受益 圏 ・受苦 圏論 の再検討 を行 いなが ら考察 を進めて いる。 とくに、当該計画 をめ ぐって
どのようなアクターが 関与 し、 どのよ うな意味づけ ・フレー ミングを構築 したのか とい う点 に
注 目した分析 を行 って いる。ダム建設計画が浮上 した当時、た しかに水没予定地 の住 民は 「受
苦者」 として反対運動 を展 開 し、市 中心部が位置す る下流地域 と対立 して いたが、 当該地域 の
経済構造 の変容 とともに水没予定地やその周辺ではダム計画 に対す る住民の意味づけが多様化
したため、 ライ フチャンス をめ ぐって地域内で新たな利害対立が生 じ、住民の受益 ・受苦の認
識 は重層化 した。
一方、下 流地域 では、数百億 円規模 のダム事業は 「気仙沼が大 きく飛躍す る絶好の機会」 と
して支配 エ リー ト層に認識 され、賛成派住民で結成 され る地権者会 に対す る支援 も行われた。
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このような推進者の動向は開発計画 において しば しば観察 される もので あるが、事例 の分析 を
通 じて見 出されたのは、そのよ うな 「決定者」 に対する 「周辺者」 の動 きで あった。漁業者 グ
ループや まちづ く りグループは、立地点の運動ア クター とネ ッ トワー クを形成 し、そ の結果、
「受益圏」 とされ る下流部で も、生態系 リスクや意思決定 のあ り様 をめ ぐって地域 内対立 が顕
在化 した。 とくに重要なのは、「よそ者的視点」を もつキーパーソ ンを結節点 とした ネ ッ トワー
クの形成 と運動の展開が、住民の受益 ・受苦認識を新 たに生み出 し変容 させて い くという点で
ある。
第4章 「『森 は海 の恋人』運動 の生成 ・展開 と性格変容 一 ・社会運 動論か らのアプ ローチ」
で は、1990年 代 に入 って大川流域で反ダム開発運動が拡大す る大 きな要因 とな った、下流部 の
漁業者グループ を主体 とする 「森 は海の恋人」 運動に焦点 を当て、運動 の生成 ・展開過程 とそ
の性格変容 に関する分析 を行 っている。 当初、 わず か10人 程度 の漁業者グループ の運動がなぜ
拡大 し流域 レベルや全国 レベルで社会的影 響を もた らす ことがで きたのか という問題関心 の下
で、資源動員論 とフレー ミング概 念 を分析視点 として議論 を進 めて いる。
市 当局や経済 界 を中心 にダム建設が推進 され る中で、 「周辺地域」 に位置す る少数 の漁業者
の運動が大 きく発展 した要因『は、 地権 者住 民が中心 になった 「反対 同盟」 をは じめとして多様
な外部 アクター との連携 をベース に、 「森は海 の恋 人」 とい う巧 みな フレーム を構築 した点 に
あった。す ぐれ た フレー ミング と、 「大 漁旗 を掲げて木 を植 える」 とい う表 出的でユ ニー クな
戦略 によ って、運動は 「メデ ィアの注 目とい う稀少な資源」 を獲得す ることに成功す る。 さ ら
に、 「木 を植 える」 とい う行為 自体 が もつ実践的かつ未 来志向的な性格や、運動 の持つ 「わか
りやす さ」、参加対象 を限定 しない門戸 の広 さが あいまって、 「反対運動」 の獲得す ることの出
来なかった広範な層の社会的支持 が獲得され、資源 と戦略の 「正の循環」に結びつ いた ので あっ
た。
この運動の環境運動 としての意 義は、「水没予定地 の地権者 を中心 とす る地域住民 対 事業主
体」 という、それ までの当該開発 計画を とりま く 「閉鎖的 な」 問題構 図を、地域内外 を問わず
一般の人 々が広 く共通の関心を持 ち うる問題 に組 み替 えた ことにある。既存 の水没予定地域 の
地権者住民 による運動は、 その努 力に もかかわ らず、支持層 の広が りに乏 しか った。そ こに、
まった く異なった行 為様式や運動 フ レームを掲げ た本運動が 生起 した結果、大川流域 には水没
予定地域の住民 による運動 と本運 動 とが併存す る形 となる。相補的な性格 を有す る2つ の運動
の展 開を通 じて、 マ クロ的 には大川 流域 の1つ の環境 運動 として大 きな社会的 勢力 を形成 し
た。開発行為 によって 自らの生活 環境 に直接 ・間接 の影響が発 生す ることが予見 されなが ら、
開発予定地の地権 者住民が有す る土地所有権 な どの直接的か つ有効な対抗 力を持たな い 「周辺
住民」は、 さまざまなケースに見 られる。 本章で取 り上げ た運動 は、単な る 「漁業者 による植
林運動」 の域 にとどま らない、 開発問題において直接 的な対抗 力を持たな い住民 による運動 の
1つ の成功モデル と言える。
第5章 「ダム計画 中止 の合意形成プ ロセス」では、1997年 にダム計画が一旦休止 とな った後、
いか にして事業が 「中止」 に至ったのかについて、審議会 の合意形成プ ロセス に焦点 を当てて
検討 して いる。本章では、90年代後半 に展開された公共事業見直 し政策 の動 向を踏 まえた上で、
ダム計画 の是非や代替案 を議論 した 「大川治水利水検 討委 員会」の2年 間 にお よぶ審議過程 を、
(1)基礎数値 の見直 し、(2)参考 人招致、(3)市民を対象 とした公聴会(意 見陳述会)と いう3つ の
ポイ:シ トを中心 に検 討 を行っている。 さらに、検 討委 員会が有 した意義 と課題 を、建設省が1995
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年 に設置 した 「ダム等事業審議委員会」(以 下、ダ ム審)と 対比 しなが ら考察 している。
検 討委員会 とダム審は 「事 業を再検 討す る」 とい う目的で は同 じであった が、答 申だ けで な
く審議過程 も多 くの点で対照的である。 ダム審 はその多 くが非 公開で審議 され、 かつ、専 門委
員会や公聴会 も実施 されないまま 「事業推進」 の結論 を出 した。 とくに注 目す べきは、委員 の
構 成員が県知事や市 町村 長、各種有 力団体 の長 な どで固め られ、地域住 民やNPOに は参加 の
機会 がほ とん ど開かれて いなかった という点であ る。新川達郎(1997)は 、審議会の基本的機
能 として、(1)外部の専門的な知識や経験等 を活用す る こと、(2)利害 関係者 の参加 によ り公正 か
つ妥当な結論 を得 よ うとする こと、(3)広 く住 民の参加 によ り民意 を反映 しよう とす る こと、 の
3点 を挙 げるが、 ダム審の多 くは これ らの機能 を有 してお'らず、従来 の閉鎖的な計画決定過程
とほ とん ど変化 がない と言わ ざるを得 なか った。他方、検討委員会 は審議が公 開で実施 された
ことに加 え、(3)の点 では課題 を残 した ものの、外部 の専 門家 を招致 し、水没予定地域 の反対派
住 民を委 員に加 えるな ど、検討委員会 の委員長 のイニ シアチブ によって議論は大 いに活性化 し
た。 とりわけ、従来 の閉鎖的な計画決定過程で排除 されて きた住 民が実質的 に審議 に参加 し、
審議 の行方 に大 きな影響 を与 えた という点は、今後 の公共事業見直 しシステムの醸成 に向 けて
考慮すべ き重要 な論点 である。
第6章 「上流地域 にお ける地域づ く りの生成 と 『地域環境』 の構築一 岩手県室根村の事例
か ら」では、上述 の 「森 は海の恋 人」運動の舞台 とな った大川上流部の岩手県室根村 にお いて、
住民が主体 とな った地域づ くりを取 り上げた。同村では90年 代半ば に、地域 コミュニテ ィを流
れ る川 を対象 とした環境保全活動が相次 いで生成 して いる。そ の活動 の生成 メカニズム につ い
て、 ここで は社会学 と財政学 ・地域経済学 におけ る内発的発展論 の整理 ・検討 をもとに、活動
を担 う住民グループの リーダーの地域環境 に対す る認識 と意味転換 に着 目した議論を展開 して
いる。分析 に当た っては、第1に 、そ もそ も住 民は、 どのよ うなプ ロセスを経て、 身のまわ り
の環境や資源 を 「生かすべ きもの」や 「価値のあ るもの」 として認識 してい くのか、第2に 、
環境破壊な ど構造的緊張 にもとつ く住民運動 を経ない地域づ くりは どのよ うな過程 で生まれる
のか を主要課題 とした。
保母 武彦(1996)は 、大分県湯布院町や宮崎県綾町 のように、作為 阻止型 の住 民運動 か ら地
域づ く りへ と移行 したパター ンを念頭 において、内発的発展が芽生える契機 として 「郷 土の 自
然や生活文化」の存在 を指摘 している。だが、 本章で具体 的に検 討 しているよ うに、地域環 境
や地域資源は所与の ものではない。 なぜ な らそ こには住 民の認識過程 が不 可避 的に関わ って く
るか らであ る。そ こで注 目されるのが 「よそ者 」 としての 「外部 の視 点」 の役割 である。鶴 見
和子(1989)は 、内発的発展 を考 える際 の鍵 となる伝統(人 び との価値観、 制度)に ついて、
「外来の漂泊者 との交流 と協働 な しには、伝統 の再 創造 または創造は触発 され ない。創造 の過
程 その ものが異質な もの との接触 と結合な しには成 立 しないか らである」 と指摘 して いる。 と
は いえ、 「よそ者」 との接触 によって 生 じるのは伝統 の(再)創 造 だけで はない こともまた明
らかであ る。それは同時 に、人び との 「記憶」 が顕在化 し認 識枠 組みが変化す る大 きな契機 に
なる とい うことである。地域 づ くりの生成 に至る一連 のプロセ スは、外部 の視点 を契機 に して、
住 民が地域の固有性 を認識 してい く過程 でもあった。
第2部 で取 り上げた新月ダム建 設問題 は、県 が開発主体 になったダム 計画 に起 因す るコ ンフ
リク トであ ったが、 その一方 で、 建設省が策定 した巨大ダム 開発 計画 に関す る地域 コンフ リク
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トも各地 に存在 して いる。
第3部 「反ダム 開発運動 の 『成功』 と地域再生へ の道程」では、約30年 にわたって建設省の
巨大 ダム開発計画 に直面 して きた、大分県大野町(矢 田ダム開発計画)と 徳 島県木頭村(細 川
内ダム 開発計画)の2つ の事例 を取 り上げた。分析 に当たっては、(1)計 画をめ ぐるコン フリク
ト過程 と運動 の展開過程 の特質 を明 らか にす ること、(2)さ らに、 地域再 生活動 の現状 と課題 を
探 りなが ら、ダム計画が 当該地域 にもた らした社会的影 響を検 討す る ことを主題 としている。
第7章 「放置 された巨大ダム開発計画 と住 民主導の地域 づ くり 一・大 分県 ・矢 田ダ ム建設 問
題」では、大分新産業都市計画(第2期 計画)を 主眼に した巨大 ダム 開発計画 をめ ぐって展 開
されて きた地域 コンフ リク ト過程 を把握 した上で、今 日における当該地域 の 「地域再 生」 の動
向と課題 を検討 して いる。高度経済成長期 の只 中にあった1960年 代後半 に浮上 した矢 田ダム計
画は、戦後 に著 しく進行 した産業化 ・都市化に伴 う外部不 経済を農村部 に押 しつけた1つ の象
徴であ る。文字通 り、高度経済成長の 「後背地」 となった立地点 の大分県大野町で は、新産都
市計画 の頓挫 によ って1980年 代後半以降、 当該ダム計画が実質的 に 「放置 されたダム計画」 と
化す中で、進行す る地域社 会の過疎化 ・高齢 化を背景 として、次第 に住 民問に 「地域課題」 に
対する認識のズ レが生 じて きた。1990年 代 に入 ると、水没予定地域およびその周辺部 の住民有
志が主導 した新 しい地域づ く りが生成す る。 当初は数十人で の活動であ ったが、1990年 代末 ま
で に水没 予定地域 を含 め南部地 区のほぼ 全世帯 に当た る約300世 帯 が参加 した地域 包括型 の活
動へ と展開 している。本章では、お もに中心 メ ンバーをは じめ とす る活動 の担 い手 とそ の認識、
戦略 とフレー ミング、に注 目して当該地域 づ くり活 動の展 開過程 を検討 した。
活 動の中心的な担い手は、水 没予定地域 の周縁部 に居住す る 「周縁住 民」 と水没予定地域 の
「第2世 代住 民」 であ り、彼 らは 「違和感 と危機感 をもった人び との集合体」 として、行政 を
含 めた外部 アクター との連携 を進 めなが ら地域再 生に向けた地域づ く りを開始 した。そ の際 に
彼 らが用 いたのが、 「ダム計画へ の対応で分裂 した地域 に活気 を取 り戻そ う」 に加 えて、 「活動
を通 じて地域 の文化 を再 生す る」 という論理(フ レー ム)で あった。
注 目しておきたいのは、新 しい地域 づ くり活動 が 「周縁住 民」 と水没予定地域 の 「第2世 代
住 民」 が主体 とな り、そ こに運動 の第1世 代 の住 民層が加わ る という、 これ まで の反ダム開発
運動 における リー ダー シ ップの構 図か らの 「逆転」が起 こって いるということで ある。 さ らに
言 えば、 リーダー 層が逆転 したか らこそ、活動 の発展 と幅広 い住民の参加が可能 にな り、上記
のように資源動員 力を高 めることにな った。 開発予定地域では、集 落の リーダー層は住民運動
に関 して も中心的 な役割 を果た して きた場合が多 い。ただ通常、 当該計画の受け入れ をめ ぐっ
て住 民は複数 のグループ に分裂 し対立 して きた歴史 をもって いるため、絶対反対派や条件闘争
派な どいずれか の運動 に深 く関与 して きた彼 らは、数十年 のコンフリク ト状況 を乗 り越 えて新
たな地域 づ く りを進 めて い く場面 にお いて、 キーパー ソ ンと しての役割 を果たす ことが難 し
い。
そ こでクローズ ア ップされ るのが媒介者 の存在で ある。 と くに本章が注 目した媒介者 として
の 「周縁住 民」 の機能はお もに次 の2点 に整理で きる。第1に 、各種資源の供給者 としての機
能で ある。た とえば、滝 を展望す る公園 を整備す る際 に必要な重機や機材の提供や、 まちづ く
りに関す るさ まざ まな情報 の伝達、行政 や外部 アク ター との連携 を構築 したの は彼 らで あっ
た。第2は 、当該 開発予定地 域 の住 民間 ある いは集 落間 のコーデ ィネー ター としての機能 で
あった。 この周縁住 民に、 「第1世 代住民」が有 している行政へ の根 強い不信感や運 動の志向
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性 に違和感 を もった、水没予定地域 の第2世 代住 民が加わ る ことによって、 当該地域 の新 しい
住 民活動 としての 「滝 の会」 の活動は前進 したので あった。
第8章 「ネ ッ トワーク型運動 の展 開と山村 の模索・ 徳 島県 ・細川 内ダム建設問題」では、
90年 代 の反 ダム 開発運 動 の代 名詞的 な存在 とな った徳 島県木 頭村 の運動 を事 例 と して、お も
に、(1)運動 にはどのよ うな アクターが関与 しいかな る活動 を展開 したのか、(2)運動過程で どの
よ うな フ レームが提示 されたのか、(3)いかな る政治的 ・社会的環境の中で運動が展開 ・拡大 し
えた のか、(4)ど のようにして 中央 レベルの政治ア リーナで 「細川内ダム問題」 が問題構築 され
たのか を中心的な論点 として、運動および コンフリク トの特質 を検討 して いる。 さ らに、90年
代半ば か ら、 「公 共事業 に頼 らない村づ く り」 を掲げ て内発的発展 を模索 してきた 同村 の取 組
み に注 目し、地域再生 の理念 と現状、その阻害要因 を考 察 した。
90年 代 に入 ってダム事業の推進 に向けた建設省 と県 の動きが活 発化 する中、村 内の住 民組織
に当該 自治体(首 長、議会)が 加わる形で運動が展 開され、その担 い手 も流域、県庁所在地、
さ らには関西圏や首都 圏な ど全 国 レベルへ と大 き く拡大 した。 「建設 省の巨大 ダム計画 と対 峙
す る小さな村」 というマス ・メデ ィアのフ レームに代表 されるよ うに、同コ ンフ リク トは従来
の建設省が進めてきた強引な開発手法 を象徴 する もの として図式化 されてい く。 マス ・メデ ィ
アをは じめ として各種 メデ ィアを用 いなが らネ ッ トワー ク形成や 資源 動員を進 めた運動 は、 同
時期の他 の運 動や政策当局に対 しても大 きな影響 をもた らした。
その一方 で、 村が地域再 生(ダ ムに頼 らない村 づ くり)の 「目玉」 と して設立 したのが 「第
三 セクター」 であった。 だが、 この 「第三セ クター」 の設立 を含 め運動戦略 をめ ぐって村議会
お よび地 域住 民には大 きな対立が 生 まれ、今 日まで 当該 地域社 会 に深 い爪跡 を残す ことにな
る。 マス ・メデ ィアを用 いた運動戦略は、 山村 に位置す る運動体 の資源動員 力を飛躍的 に高め
る一方 で、村 内での住 民間の対立 を増幅 させ るという両義的な結果 を生みだ した。経営が悪化
した 「第三セ クター」 も、人的資源 を含め地域外部 の資源 に大幅 に依拠す る形でよ うや く経営
改善 に向か いは じめて いるのが現状で ある。今後の展開 によっては地域再生 に関 して重要な役
割 を担 う可能性 を有 して いるが、他方で、前村長時代の対立構図が この 「第三セ クター」 に投
影 されて いる。現村政 は 「第三セ クター」と距離 を置 き、村 内の諸 アクター と 「第三セ クター」
との関係 もきわ めて微妙な状態 にある。
このように、地域再生 に向 けた活動 と地域住民 との関係 という点で、第7章 と第8章 の2つ
の事例は対照的で ある。 とは いえ、当初の 目標か ら見れば 「ダム計画 中止」 とい う運動の 「成
功」 の傍 らで、そ の担 い手 とな った住 民 には疲弊感 と虚無感が累積 してお り、 しか も、計画 中
止 に伴 ってマス ・メデ ィアな ど外部アクターの関心は急速 に低減 しつつある とい う点 では共通
の課題 を抱 えて いる。
第2部 ・第3部 の論点は多岐 にわたってい るが、 分析視 点 として共通す るのは、序 章で検討
した 「コンテ クス ト依存的構築主義」の立場を採用 し、当事者の意 味づけや フ レー ミング作用、
認識過程 を探 ることであった。 とくに重要なのは、第3章 で議論 したよ うに、 ダム開発 をめ ぐ
る上下流対立 という原理的な利害関係 を基底因 としなが らも、今 日、住 民の受益 ・受 苦認識が
運動 を含めた各種 メデ ィアを通 じて多様 化 し重層化 している とい う点 であろう。第7章 で も明
らか になったよ うに、 「受益圏」 とみな され てきた下流部 の住 民 による異議 申立て運動が各地
で顕在化 してい るのは、今 日、 リスク認識や環境保全 に対す る住 民の認識が大 き く変容 して い
る ことを示す もの に他な らない。
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ダム開発計画 をめ ぐるコ ンフリク ト状況 に代表 され るよ うな、 これ まで の川 をめぐる行政 と
住民 との対立図式や閉鎖 的な政策決定過 程 に対 し、今後 どのような展望が開 けるだ ろうか とい
う問題関心 に もとづき議論 を展 開 したのが終章 「協働 ・再生への展望..一 .・『セカ ン ド ・ステー
ジ』 への課 題」 である。1990年 代 半ば 以降、河 川政策 には、公共 事業見 直 し政策の実施 と、政
策(計 画)決 定過程お よび 計画価値 の変化、 という2つ の変化が生 じて いる。 他方で、神奈川
県の鶴見 川流域 ネ ッ トワー キ ングに代表 され るように、近年、 いくつかの地域(流 域)で 「流
域 ネ ッ トワー キング」や 「流域連携」 の形成 を試み る、新たな市民(住 民)セ クターの動きが
ある。
このような川 をめ ぐって行政 と市民セ クター とが相互 に変容する中で誕生 した、大分県 の大
野川流域 ネ ッ トワーキ ング の事例 を用 いなが ら、 「川」 という公共空間への住 民の関わ り方や、
行政 と市民(住 民)の 協働 につ いて、本章ではお もに 「専門性」 とい う視点か ら議論 を展 開 し
ている。河川工学 に代表 され るよ うに、 これ まで行 政が独 占的に有 してきた近代 自然科学 にも
とつ く 「科学的専門性」 に対 し、多 くの環境運動が獲得をめざ してきたのは研究者 な ど外部 ア
クター との連携 にもとつ く 「対抗的専門性」であった。建設省が策定 した治水 計画(例:多 目
的ダム建設)に 対 して、 運動体 が独 自に基本高水流 量を算 出 し代替案(例:堤 防の嵩上げ、河
道 の拡幅)を 提示するケースは、 まさに この対抗 的専門性 に もとつ くもので ある。
一方、本章の事例分析 で明 らか になった ことは、 建設省な ど行 政が担 うことが困難 な 「もう
1つ の専 門性」 の存在 とそ の重要性で ある。 「も う1つ の専門性」 とは、近年 い くつか の地域
で実践 され ている 「地元 学」 に代表 されるよ うに、 生活知や実践知 を住民が掘 り起 こし、 自 ら
をエ ンパワーする方 向で、領域横 断的な ローカル な知 の体 系化や総合化 を試み る知的創造行為
で ある。 と くに昨今 の河川政策 の動向 を踏 まえる と、 「対 抗的専 門性」 に加 えて、 この 「もう
1つ の専門性」 をいかに各地域 で育 ててい くことが できるか は、住 民 と行政 との協働関係 を構
築する上で、 さ らに川 と人間 との関係 を再構築す る上で大 きな鍵 を握 って いる。21世 紀 にお け
る住 民(市 民)セ クター の重要 な課題 と言 える。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本 論文 は、環境 社会学 的な方 法お よび社会運 動論 の分析枠 組み に依 拠 して、計 画が 中止 と
なった全国 の3つ の代表 的なダム問題 ・コ ンフリク ト過程 の事例 分析 を中心 に、1997年 の河川
法改正 に焦点 をあてて戦後 の河川政策 の変遷 を辿 り、河川政策 とダム開発反対運動の相互変容
過程 とその特質 を論 じ、 さ らにダム紛争地域 の地域再生 に関す る課題 と展望 を具体的 に克明 に
解 き明か した。
従来、環境運動 に焦点 をあてた研 究 は少な くな いものの、それ らが環境政策 にどのよ うな影
響 を及ぼ した のか を実証的 に明 らか にした研 究は 日本で も国外で もほ とん ど見 られなかった。
しか も環境政策の変容 をうけ、具体的 に建設計画の 中止 という事態 をうけて、環境運動が地域
再生 のため にどのよ うな新たな課題 を負 うことにな るのか、 とい う課題意識を もった研 究は皆
無 に近かった。本論文は、関係者125名 へのイ ンタ ビューをは じめ とする詳細 な フィール ドワー
クにもとづ き、上記課題 を検 討 した貴重な成果であ る。
本論文は3部10章 か ら構成 され る。
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序章 「開発問題 と環 境運 動への視点」 では、環境社会学 の主要 なアプローチ、環境運動 の位
置づ けと分析手 法、先行研 究の レビュー と本論文 の課題 ・方 法 に関す る議論 を行 い、 「環境 問
題の社 会学研 究」 に依拠 し、環境 問題や政策 に関 して ひ とび とが行 っているク レイム 申 し立て
活動 を分析す る 「コ ンテクス ト依存 的構築主義」の立場 を採 る と、本論文 の立脚点 を明示 した。
第1部 「日本 の河 川政策 と環境運動 の展 開」で は、 マクロ的 ・歴史 的な視点か ら、戦後 日本
の開発政策 と河川 政策 の変 遷過程、環境運動 の展 開お よびそ の特質 を論 じた。
第1章 「河 川政策 の変遷 と計画決定過程」では、ダム 開発が近代 国家 の開発政策 と直結 し、
河川が 国家 の 「公物」 として管理 され、政策決定過程か ら、地域住 民や基礎 自治体が実質的 に
排除 されて きたた めに、各地で先鋭な地域 コンフリク トを誘発 して きた ことを述べた。
第2章 「反ダム 開発運動 の展開 とその 区分」では、ダム開発計画 に対す る環境運動 を大き く
4つ の時期 に区分 し、その特質 を検討 した。
第2部 「宮城県 ・新 月ダム開発計画 をめ ぐるコンフリク ト過程」では、宮城県が計画 した新
月ダム建設問題 を事例 として、 コンフリク ト過程の分析 を行った。
第3章 「ダム開発計画 をめ ぐる対立の構図 とその変容 受益圏 ・受苦圏論の再検 討 を中心
に」では、紛争地域 の地域構造 とダム計画の概要を検討 し、約25年 の対立の構 図の変容を、 各
アクターが どのように関与 し、 どのよ うな意味づけ ・フレー ミング を構築 したのか を分析 し、
「よそ者的視点」 をもつキーパーソンを結節点 としたネ ッ トワー クの形成 と運動 の展 開の意義
を論 じ、 受益圏 ・受苦圏論の再検討 を行 った。
第4章 「『森 は海 の恋人』 運動 の生成 ・展 開 と性格変容一一社 会運動論か らのアプ ローチ」
では、下流 部の漁業者グループを主体 とす る 「森 は海 の恋 人」運動 に焦点 をあて、資源動員論
とフレー ミング概念 に依 拠 して、運動 の展 開過程 とその性格変容 を論 じ、 この運動が水没予定
地域の地権 者住 民 による反対運動 という旧来 の閉鎖 的な問題構 図を組 み替 え、広範 な層.の社会
的支 持を獲 得できた要因を分析 し、直接 的な対抗 力を持 たない住 民による運動 の成功モデル で
ある ことを明 らかに した。
第5章 「ダム計画 中止 の合意形成プ ロセス」では、ダム計画が一旦休止 とな った後、事業が
「中止」 に至 った背景 と要 因を、ダム計画 の是非や代替案 を議論 した 「大川治水利水検討委員
会」 の2年 間にお よぶ審議過程 の合意形成プ ロセス に即 し、委員長 の リーダー シップや反対運
動 の中心 メンバー の参加 とそ の役割 に注 目し、建設省 の審議会 との比較 をもとに考察 した。
第6章 「上流地域 にお ける地域づ く りの生成 と 『地域環境』の構築 岩手県室根村の事例
か ら」では、大川上流部 の岩手県室根村 に 「森は海 の恋人」運動 の影響の もとに90年 代 に登場
した環境 保全活動 の生成メカニズム について、内発的発展論 の整理 ・検討 にも とついて、 「よ
そ者」 として の 「外部の視点」 の役割 に焦点をあて、活 動を担 う住民グループの リーダーの地
域環境 に対す る認識 と意味転換 を分析 した。
第3部 「反ダム開発運動の 『成功』 と地域 再生への道程」 では、・約30年 にわたって建設 省の
巨大ダム開発計画 に直面 し、計画中止 をうけて地 域再生に取 り組む大分県大 野町(矢 田ダム開
発計画)と 徳島県木頭村(細 川内ダム開発計画)の2つ の事例 を分析 した。
第7章 「放置 された巨大ダム開発計画 と住 民主導の地域 づ くり 大分県 ・矢田ダム建 設問
題」では、地域 コンフリク ト過程を把握 し、当該 地域の地域再 生 をめざ してほぼ全世帯が参加
す る地域包括型の活動 に注 目し、活 動の担 い手 とその認識、 戦略 とフレー ミングを検討 した。
とくに媒介者 としての 「周縁住 民」 が、 まちづ くりに関す るさまざまな情報 の伝達、行政や外
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部 アクター との連携 にあた って、 各種資源 の供給者 と して、 また住民 間お よび集 落間 のコー
デ ィネーター としてはた した機能 に焦点をあて、新 しい住 民活動 と して の 「滝 の会」 の活動 を
分析 した。
第8章 「ネ ッ トワーク型運動の展開 と山村 の模索 徳 島県 ・細川 内ダム建設 問題」では、
運動お よび コ ンフ リク トの特質 を検 討 し、 「公共事業 に頼 らな い村づ くり」 を掲げ て内発的発
展 を模索 して きた同村の取組みに注 目し、第三セ クター方式やマ ス ・メデ ィアの役割、それ ら
の限界 にも着 目し、地域再生の理念 と現状、その阻害要因を考察 した。
終章 「協働 ・再 生への展望 『セカ ン ド ・ステー ジ』 への課題」 では、1990年 代半ば
以降 の河川政策 当局の公共事業見 直 し政策の実施 と政策決 定過程お よび計画価値 の変化、 「流
域ネ ッ トワーキ ング」や 「流域連携」 の形成 を試み る、新 たな市 民(住 民)セ クター側 の動 き
という、政策 と運動の相 互変容を主題 化 した。河川 工学 に代表 され る近代 自然科学 にもとつ く
「科学的専門性」と、環境運動が めざ して きた研究者な ど外部 アクター との連携 にもとつ く 「対
抗的専 門性」 とい う旧来の対立 の構 図 に加 えて、本論文 での事例分析 をふ まえて、 「地元学」
に代表 され るよ うに、生活知や実践知を住 民が掘 り起 こし、 自らをエンパ ワーす る方 向で、領
域横断的な ローカルな知の体 系化や総合化 を試みる 「もう1つ の専門性」 の存在 とそ の重要性
を提唱 した。
本論文は、各事例における運 動の成 功の要因 と直 面す る課題 を、 フ レー ミングや資源動員、
ネ ッ トワー ク、行政 との相互作 用に着 目して抽 出す る とともに、行政 と市民活動 の協働関係 の
発展 に資する多 くの知見 を得ている。 本論文は、実 証研究 と理論研究 との統合、政策研究 と社
会運動分析 との総合 とい う、社会学、 とくに環境社 会学や社会運動論 の分野 にお いて待望 され
て きた至難で今 日的な課題 に、きわめて高い水準 で明晰に答えたもの といえる。
したが って審査委員会は全員一致 して、本論文の提出者が、博士(文 学)の 学位 を授与 され
るに十分な資格 を有す るもの と判断 した。
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